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第１章 業務継続計画の概要 

１１１１    取組の経緯取組の経緯取組の経緯取組の経緯 

新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返しているインフルエンザウイルスとウ

イルスの抗原性が大きく異なる新型のウイルスが出現することにより、およそ１０

年から４０年の周期で発生している。ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫

を獲得していないため、世界的な大流行（パンデミック）となり、大きな健康被害

とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸念されている。 

また、未知の感染症である新感染症の中でその感染力の強さから新型インフルエ

ンザと同様に社会的影響が大きいものも発生する可能性がある。 

 小金井市（以下「市」という。）では、平成２５年４月に新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「特措法」という。）が施行されたこ

とに伴い、平成２５年６月に「小金井市新型インフルエンザ等対策本部条例」及び

「小金井市新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則」を制定した。 

また、国の「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」（以下「政府行動計画」と

いう。）や「東京都新型インフルエンザ等対策行動計画」（以下「都行動計画」とい

う。）が新たに策定されたことを踏まえ、特措法第８条に基づき、新型インフルエン

ザ等の脅威から市民の健康を守り、安全・安心を確保することを目的として、平成

２７年２月に「小金井市新型インフルエンザ等対策行動計画（以下「市行動計画」

という。）を策定した。 

市では、新型インフルエンザ等の流行期に、限られた人員で、市行動計画に掲げ

た業務及び市民生活に欠かせない業務を遂行するため、小金井市新型インフルエン

ザ等対策業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）を新たに策定するこ

ととする。 

 

 

２２２２    市行動市行動市行動市行動計画計画計画計画及び本計画及び本計画及び本計画及び本計画における被害想定における被害想定における被害想定における被害想定 

        政府行動計画では、新型インフルエンザが発生した場合、全人口の 25%が約８週

間の流行期間に約２週間のピークを作りながら順次罹患すると仮定しており、社

会・経済的な影響として、本人の罹患及び看護等のため、最大 40%程度が欠勤する
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と想定し、計画立案を行っている。 

市行動計画では、都行動計画で試算したモデルを当てはめ、人口 117,000 人、市

民の約 30%が罹患すると想定している。 

  本計画では、約約約約８週間の流行期間に、市民の８週間の流行期間に、市民の８週間の流行期間に、市民の８週間の流行期間に、市民の 30%30%30%30%が罹患し、ピーク時の約２週間が罹患し、ピーク時の約２週間が罹患し、ピーク時の約２週間が罹患し、ピーク時の約２週間

で、最大で、最大で、最大で、最大 40%40%40%40%の職員が欠勤する状況の職員が欠勤する状況の職員が欠勤する状況の職員が欠勤する状況を想定を想定を想定を想定することとする。 

 

≪流行規模・被害想定≫ 

 

≪本市職員出勤予想数≫ 

 各職員数（H27.4.1 現在） 出勤予想数（６割） 

正職員 670 人 402 人（△268） 

再任用職員 43 人 25 人（△18） 

合計 713 人 427 人（△286） 

 

≪BCP 対策の効果 概念図≫ 

 

 

 

 

 国 都 市 

罹患割合 25％ 30％ 30％ 

患者数 約 1,300～2,500 万人 3,785,000 人 35,000 人 

入院患者数 約 53～200 万人 291,200 人 2,695 人 

死亡者数 約 17～64 万人 14,100 人 130 人 

参考：「都政のＢＣＰ〈新型インフルエンザ編〉」（東京都総務局 H22.3） 

流行流行流行流行のピーク約２週間のピーク約２週間のピーク約２週間のピーク約２週間    

流行流行流行流行のののの期間期間期間期間    約約約約８週間８週間８週間８週間    
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３３３３    本計画策定の目的及び本計画策定の目的及び本計画策定の目的及び本計画策定の目的及び基本方針基本方針基本方針基本方針 

 

   

 

 

 

  

市行動計画では、対策の目的として、上記⑴、⑵を掲げている（「第１章基本的な方

針 ２対策の目的」）。 

 新型インフルエンザの流行下において、上記⑴を目的とした業務（以下「新たに

発生する業務」という。）を優先的に実施するとともに、上記⑵の実現のため、まん

延期であっても業務を大幅に縮小することが困難な通常業務（以下「継続業務」と

いう。）の継続が求められる。本計画では、次の基本方針に基づき、限られた人員で

遂行する継続業務を定めるものとする。 

 

 

  

＜市＜市＜市＜市行動計画行動計画行動計画行動計画    対策対策対策対策の目的＞の目的＞の目的＞の目的＞    

⑴⑴⑴⑴    感染拡大を感染拡大を感染拡大を感染拡大を可能可能可能可能な限り抑制しな限り抑制しな限り抑制しな限り抑制し、市民の生命、市民の生命、市民の生命、市民の生命及び及び及び及び健康を保護する。健康を保護する。健康を保護する。健康を保護する。        

⑵⑵⑵⑵    市民生活及び経済活動に及ぼす影響市民生活及び経済活動に及ぼす影響市民生活及び経済活動に及ぼす影響市民生活及び経済活動に及ぼす影響がががが最小となるようにする。最小となるようにする。最小となるようにする。最小となるようにする。 

＜業務＜業務＜業務＜業務継続継続継続継続の基本の基本の基本の基本方針＞方針＞方針＞方針＞    

⑴⑴⑴⑴    新たに発生する業務及び継続業務（以下新たに発生する業務及び継続業務（以下新たに発生する業務及び継続業務（以下新たに発生する業務及び継続業務（以下「「「「発生時継続業務発生時継続業務発生時継続業務発生時継続業務」」」」とととといういういういう。）。）。）。）

を遂行を遂行を遂行を遂行できるよう、できるよう、できるよう、できるよう、それそれそれそれ以外の以外の以外の以外の通常通常通常通常業務を一時的に業務を一時的に業務を一時的に業務を一時的に（（（（２２２２週間を目安に週間を目安に週間を目安に週間を目安に））））

大幅に縮小又は中断する。大幅に縮小又は中断する。大幅に縮小又は中断する。大幅に縮小又は中断する。    

    

⑵⑵⑵⑵    発生時継続業務以外の業務のうち、感染拡大につながる恐れ発生時継続業務以外の業務のうち、感染拡大につながる恐れ発生時継続業務以外の業務のうち、感染拡大につながる恐れ発生時継続業務以外の業務のうち、感染拡大につながる恐れのあるのあるのあるのある    

業務については業務については業務については業務については、、、、極力中断する。極力中断する。極力中断する。極力中断する。    

    

⑶⑶⑶⑶    多人数の参加多人数の参加多人数の参加多人数の参加がががが想定される想定される想定される想定される会議等の業務については、通信機器の活会議等の業務については、通信機器の活会議等の業務については、通信機器の活会議等の業務については、通信機器の活    

用を図るなど代替手段を検討し、場合用を図るなど代替手段を検討し、場合用を図るなど代替手段を検討し、場合用を図るなど代替手段を検討し、場合にににによってよってよってよっては、中止又は延期する。は、中止又は延期する。は、中止又は延期する。は、中止又は延期する。    

    

⑷⑷⑷⑷    感染リスクが高いものの、やむを得ず継続することが求められる業感染リスクが高いものの、やむを得ず継続することが求められる業感染リスクが高いものの、やむを得ず継続することが求められる業感染リスクが高いものの、やむを得ず継続することが求められる業    

務については、より感染リスクの低い実施方法への変更等を検討する。務については、より感染リスクの低い実施方法への変更等を検討する。務については、より感染リスクの低い実施方法への変更等を検討する。務については、より感染リスクの低い実施方法への変更等を検討する。    
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＜本計画の発動の流れ＞ 

小金井市新型インフルエンザ等対策検討委員会 ・・・ 対策検討委員会 

小金井市新型インフルエンザ等対策本部    ・・・ 対策本部 

時期（いつ）時期（いつ）時期（いつ）時期（いつ）    海外発生期海外発生期海外発生期海外発生期    国内発生早期国内発生早期国内発生早期国内発生早期    都内発生早期都内発生早期都内発生早期都内発生早期    

発動者発動者発動者発動者    

（だれが）（だれが）（だれが）（だれが）    

市長市長市長市長    

＜庁内組織＞ 

政府・都対策本部が 

①①①①    設置設置設置設置前前前前    対策検討委員会対策検討委員会対策検討委員会対策検討委員会    

②②②②    設置設置設置設置後後後後        対策本部対策本部対策本部対策本部 

市長市長市長市長    

＜庁内組織＞ 

対策本部対策本部対策本部対策本部    

市長市長市長市長    

＜庁内組織＞ 

対策本部対策本部対策本部対策本部    

発動準備発動準備発動準備発動準備    

又は発動条又は発動条又は発動条又は発動条

件件件件    

（どのよう（どのよう（どのよう（どのよう

なときに）なときに）なときに）なときに）    

対策検討委員会は、感染情報

に注視し、情報の共有に努め

る。対策本部は、発生場所及び

病原性の高低等により、発動準

備を行う。 

新たに発生する業務の

確認等、発動準備を行

う。場合によっては、休止

業務中、可能なものは

休止する。 

早めに発動する。 

職員欠勤率を考慮し、

縮小業務中、実施可能

な業務については、柔軟

に対応する。 

＜参考 危機管理体制のイメージ（市行動計画 P.15 より）＞ 
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第２第２第２第２章章章章    業務業務業務業務継続継続継続継続体制の考え方体制の考え方体制の考え方体制の考え方    

１１１１    新型インフルエンザ等発生時における業務対応区分新型インフルエンザ等発生時における業務対応区分新型インフルエンザ等発生時における業務対応区分新型インフルエンザ等発生時における業務対応区分 

新型インフルエンザ等の発生に伴い、市が実施する業務について、優先度をつけ、

行政の機能維持を図る。想定期間は、流行期間中ピーク時の約２週間約２週間約２週間約２週間とし、職員の職員の職員の職員の

出勤率は出勤率は出勤率は出勤率は６０％６０％６０％６０％とする。 

業務区分を、「新たに発生する業務（新たに発生する業務（新たに発生する業務（新たに発生する業務（SSSS））））」、「継続業務（継続業務（継続業務（継続業務（AAAA））））」、「縮小業務（縮小業務（縮小業務（縮小業務（BBBB））））」、「休休休休

止業務（止業務（止業務（止業務（CCCC））））」の４つに区分する。 

各業務の実施に当たっては、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、病原性

及び治療薬の有効性、職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に行う。 

 

     ＜業務区分の考え方＞＜業務区分の考え方＞＜業務区分の考え方＞＜業務区分の考え方＞    

区分 考え方 主な業務（例示） 

新たに発生す新たに発生す新たに発生す新たに発生す

る業務（る業務（る業務（る業務（SSSS）））） 

①感染拡大防止策 

②危機管理体制上必要となる業

務  

①感染拡大防止策の周知、住民接種な

ど 

②対策本部の設置・運営など  

通

常

業

務  

継続業継続業継続業継続業

務（務（務（務（AAAA）））） 

①市民の生命を守るための業務  

②市民生活の維持に係る業務 

③休止すると重大な法令違反とな

る業務  

④市業務維持のための基盤業務  

①介護支援、社会的弱者への生活支援

など  

②戸籍住民事務、生活保護事務、ごみ収

集など  

③選挙事務・法定検査など 

④各種システムの維持など  

縮小業縮小業縮小業縮小業

務（務（務（務（BBBB）））） 

①継続・休止以外の業務  

②対面業務等を工夫して実施する

業務  

①内部業務・道路等の管理業務 

②許認可、届出・交付等の、窓口業務な

ど  

休止業休止業休止業休止業

務（務（務（務（CCCC）））） 

①多数の人が集まる施設運営や業

務  

②その他、緊急性を要しない業務  

①イベント、会議、集会、研修など  

②緊急性を要しない管理・調査事務など  

 

 

２２２２    人員の配置・応援体制人員の配置・応援体制人員の配置・応援体制人員の配置・応援体制 

新たに発生する業務（S）と継続業務（A）、縮小業務（B）の実施に必要な人員に

ついては、まず、部内で調整し対応することとする。 

流行期に備え、市新型インフルエンザ等対策本部からの指示により、各課は、上

記業務（S）（A）（B）に必要な人員数を調査・確認し、本部に報告する。 

本部は、各課職員の欠勤状況を把握し、業務継続のための職員配置を行うものと

する。 

流
行
時

 

職
員
の
６
０
％
で
対
応
す
る
業
務
範
囲
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また、各部課の業務区分については、職員の出勤状況に応じて適宜見直しを行い、

柔軟な運用を図ることとする。 

 

３３３３    計画の発動と市民への周知計画の発動と市民への周知計画の発動と市民への周知計画の発動と市民への周知 

本計画の発動は、病原性の高低、感染力の強弱を考慮し、職員の出勤状況を踏ま

え、市新型インフルエンザ等対策本部長（以下「対策本部長」という。）が決定する。 

発動の際は、縮小、変更、休止している業務について、市のホームページ、防災

行政無線、こがねい安全・安心メール等で市民に対し十分に周知する。 

 

４４４４    計画の見直し計画の見直し計画の見直し計画の見直し 

市行動計画に変更が生じた場合や、国や都の計画が見直された場合は、適宜本計

画の変更を行う。 

   

５５５５    平常時体制への復旧平常時体制への復旧平常時体制への復旧平常時体制への復旧 

流行状況が小康状態となり、職員の出勤率も回復してきた場合は、対策本部長の

指示により、業務体制を平常時体制へ復旧する。 

職員出勤状況により、引き続き業務の縮小や休止を継続する部課については、他

部署との連携を図り、なるべく早く通常業務が遂行できるよう、努力する。また、

継続して国や都等からの情報に注視し、次期流行期に備え、業務体制の必要な準備

を行う。 

 

６６６６    各部課の業務優先区分各部課の業務優先区分各部課の業務優先区分各部課の業務優先区分 

本計画を実施する上での各部課における業務優先度を区分した一覧を次ページ以

降に記載した。 

 



・議会との連絡及び調整に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 公印及び文書に関すること Ｂ

2 交際及び渉外に関すること Ｂ

3 議員の身分及び資格得失に関すること Ｂ

4 議員の共済及び表彰に関すること Ｂ

5 議員報酬、費用弁償その他給与に関すること Ｂ

6 予算、決算、経理及び財務に関すること Ｂ

7 公告式に関すること Ｂ

8 議決証明等に関すること Ｂ

9 傍聴に関すること Ａ

10 職員の人事に関すること Ｂ

11 議長会に関すること Ｂ

12 議会図書の整備及び管理に関すること Ｃ

13 法制及び議案の調査研究に関すること Ｂ

14 議会に関する調査及び各種資料の収集整理に関すること Ｂ

15 調査統計資料の発行に関すること Ｃ

16 議会先例集の調製及び保管に関すること Ｃ

17 会派の視察及び他市議会の視察の受入れに関すること Ｂ

18 その他事務局内の庶務に関すること Ｂ

1 本会議に関すること Ａ

2 委員会及び公聴会に関すること Ａ

3 協議会等に関すること Ｂ

4 請願及び陳情に関すること Ｂ

5 会議録及び委員会記録の調製並びに保存に関すること Ｂ

6 議会報の発行その他議会の広報に関すること Ｃ

議会事務局

課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務

庶務調査係

議事係 通常業務

分類

新たに発生する業務

通常業務議会事務
局
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・報道機関への対応に関すること
・広報等情報提供、集約に関すること
・情報の収集、伝達及び処理に関すること
・新型インフルエンザ等の対策に係る予算その他財務に関すること
・庁内の電子計算機及びネットワークの保守及び復旧に関すること
・写真等による情報の収集及び記録に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 市政の基本的施策の企画に関すること Ｃ

2 長期総合計画の策定及び業務の総合調整に関すること Ｃ

3 主要業務の進行管理に関すること Ｃ

4 庁議に関すること Ａ

5 政策に係る調査及び研究に関すること Ｃ

6 各部調整会議に関すること Ｂ

7 行政委員会との連絡調整に関すること Ｂ

8 特命事項の調査研究に関すること Ｃ

9 行財政改革に関すること Ｃ

10 行政評価に関すること Ｃ

11 定数管理に関すること Ｃ

12 行政組織及び権限に関すること Ｃ

13 事務改善に関すること Ｃ

14 新たな庁舎に関すること Ｃ

15 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく大綱に関すること Ｃ

16 総合教育会議に関すること Ｃ

17 公共施設等総合管理計画に関すること Ｃ

18 部内の事務事業の調整に関すること Ｃ

19 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 行動計画に関すること Ｃ

2 男女共同参画の推進及び啓発に関すること Ｃ

3 配偶者等からの暴力による被害者の支援に関すること Ａ

4 男女平等苦情処理に関すること Ｂ

5 緊急一時保護施設運営費補助金等に関すること Ｂ

6 女性総合相談に関すること Ｂ

1 財政計画に関すること Ｃ

2 予算の編成及び執行管理に関すること Ａ

3 決算に関すること Ｂ

4 市債、地方交付税等に関すること Ｃ

5 補助金等に関すること Ｂ

6 財政事情の公表に関すること Ｃ

7 指定金融機関及び収納代理金融機関の指定に関すること Ｃ

8 収益事業に関すること Ｃ

9 課内の庶務に関すること Ｂ

1 市に関する情報提供に関すること Ｃ

2 市報こがねいの作成・発行等に関すること Ｂ

3 記者会見及びプレスリリースに関すること Ａ

4 広報掲示板の整備等に関すること Ｃ

5 課内の庶務に関すること Ｂ

1 広聴活動の企画及び連絡調整に関すること Ｃ

2 市民の要望、陳情、苦情等に関すること Ｃ

3 市民相談及び各種専門相談に関すること Ｂ

4 人権擁護委員及び行政相談委員に関すること Ｃ

5 庁内案内に関すること Ｃ

6 平和事業に関すること Ｃ

7 人権施策の啓発及び総合調整に関すること Ｃ

8 町会及び自治会に関すること Ｃ

1 市長及び副市長の秘書に関すること Ａ

2 儀式、褒賞及び表彰に関すること Ｃ

3 市長会等に関すること Ｂ

1 情報処理システムの企画及び総合調整に関すること Ｂ

2 情報処理システムの管理及び運用に関すること Ａ

3 情報処理システムによる地域情報化に関すること Ａ

4 課内の庶務に関すること Ｂ

情報シス
テム課

情報システ
ム係

通常業務

広報秘書
課

広報係 通常業務

広聴係 通常業務

秘書係 通常業務

企画財政部

企画政策
課

企画政策係

男女共同参
画室

通常業務

通常業務

財政課 財政係 通常業務

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・国、都等との連絡調整等に関すること（危機管理部門に限る。）
 ・市民の安全、安心に関すること ・市庁舎の来庁者等に関すること
 ・公共施設の感染予防等に関すること
 ・職員の感染予防等及び予防接種（特定接種に限る。）に関すること
 ・社会活動及び事業活動の自粛要請又は指示に関すること
 ・食糧、生活必需品等の確保に関すること
 ・生活関連物資等に関する情報収集・要請に関すること
 ・車両の調達に関すること
 ・市代表電話による新型インフルエンザ等への一般的な相談に関すること
 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 行政区域及び町区域の変更に関すること Ｃ

2 庁内の秩序保持に関すること Ｂ

3 行政手続に関すること Ｂ

4 事務報告に関すること Ｃ

5 自衛官の募集に関すること Ｃ

6 東京市町村総合事務組合に関すること Ｃ

7 市勢統計調査に関すること Ｃ

8 国勢調査、委託統計その他統計調査に関すること Ｂ

9 統計情報の収集及び分析に関すること Ｃ

10 公印に関すること Ｂ

11 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

12 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 例規等の制定、改廃に関すること Ｃ

2 政策法務に関すること Ｃ

3 例規類集に関すること Ｃ

4 公告式に関すること Ｂ

5 議会の招集手続及び議会との連絡に関すること Ｂ

6 文書の収受、発送及び回議に関すること Ｂ

7 文書の審査に関すること Ｃ

8 印刷に関すること Ｂ

9 文書作成等の事務機器に関すること Ｃ

10 過年度文書の整理保存に関すること Ｃ

11 不服申立て、賠償（車両に関するものを除く。）及び調停に関すること Ａ

12 訴訟に関すること Ａ

13 行政運営に係る法的相談に関すること Ｃ

14 固定資産評価審査委員会に関すること Ｂ

1 市政資料の収集及び管理に関すること Ｃ

2 個人情報保護及び情報公開に関すること Ｂ

1 地域の安全に関すること防犯に関すること Ｂ

2 国民保護に関すること Ａ

3 国民保護協議会に関すること Ｂ

4 課内の庶務に関すること Ｂ

1 防災計画及び災害対策に関すること Ｂ

2 防災会議に関すること Ｂ

3 防災行政無線に関すること Ａ

4 消防に関すること Ｂ

5 消防団に関すること Ｂ

6 危機管理の総合調整に関すること Ｃ

地域安全
課

地域安全係 通常業務

防災消防係 通常業務

総務課 庶務係 通常業務

文書係 通常業務

情報公開係 通常業務

総務部

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 職員及び再任用職員の任免、分限、懲戒、服務その他人事に関すること Ｂ

2 職員及び再任用職員の配置に関すること Ｂ

3 職員団体に関すること Ｂ

4 東京都市公平委員会に関すること Ｂ

5 各種委員の任命及び委嘱に関すること Ｂ

6 臨時職員の雇用に関すること Ｂ

7 職員研修に関すること Ｃ

8 人材育成に関すること Ｃ

9 庁内報に関すること Ｃ

10 課内の庶務に関すること Ｂ

1 職員の給与、各種委員の報酬及び費用弁償に関すること Ｂ

2 職員の共済組合に関すること Ｂ

3 職員の労働安全衛生に関すること Ｂ

4 職員の社会保険等に関すること Ｂ

5 職員の福利厚生に関すること（各種保険取扱事務含む） Ｂ

6 職員の被服等の貸与に関すること Ｃ

7 職員互助会に関すること Ｃ

8 職員退職手当基金に関すること Ｃ

1 市有財産の取得（土地を除く。）、処分及び登記（土地の取得を除く。）に関すること Ｂ

2 普通財産の管理に関すること Ｂ

3 市有財産の総合調整に関すること Ｂ

4 市有財産に係る貸付け、土地、建物の借受け及び売払いの契約等に関すること Ｂ

5 不動産価格審査会に関すること Ｂ

6 物品の売払いに関すること Ｂ

7 庁舎の建物管理に関すること Ｂ

8 庁内の電話及び清掃業務に関すること Ａ

9 庁内の防火管理に関すること Ｂ

10 庁用車両の総括管理に関すること Ａ

11 共用車、貸出車に関すること Ｂ

12 庁用車両の事故に伴う和解及び賠償に関すること Ａ

13 寄附の受領に関すること（他の課に属するものを除く。）。 Ｂ

14 市有建物の集中管理に関すること Ａ

15 施設管理業務の総括及び連絡調整に関すること Ａ

16 庁内の駐車管理に関すること Ａ

17 課内の庶務に関すること Ｂ

1 工事又は物品の製造の請負契約に関すること Ｂ

2 測量、設計等の委託契約に関すること Ｂ

3
物品の買入れ、物件の借入れ又はその他の供給契約（市有財産等に係るもの及び物品の売払いに係る契
約を除く。）に関すること

Ｂ

4 指名業者選定等委員会に関すること Ｂ

1 工事請負契約に係る検査（工事請負単価契約及び業務委託に基づく検査を除く。）に関すること Ｂ

2 物品（支給材料）購入契約に係る検査に関すること Ｂ

3 その他工事検査に係る調査、研究に関すること Ｃ

管財課 財産管理係 通常業務

契約係 通常業務

検査係 通常業務

職員課 人事研修係 通常業務

給与厚生係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・火葬、埋葬の許可等に関すること
・地域団体、関係団体等との連絡調整に関すること
・在住外国人関係団体等との連絡調整に関すること
・企業、農業団体等との連絡調整に関すること
・文化施設の感染予防等に関すること
・遺体安置所の設置、運用に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 住民基本台帳に関する届けの受理に関すること Ａ

2 住民基本台帳の整備保管に関すること Ａ

3 住民基本台帳の統計に関すること Ｂ

4
戸籍の謄抄本又は全部もしくは一部に関する証明、住民票の写し、町名変更、身分証明その他諸証明に関
すること

Ａ

5 印鑑登録及び証明に関すること Ａ

6
市民税課で賦課決定した課税・非課税証明書並びに納税課で収納確認した個人市民税・都民税及び軽自
動車税に係る納税証明書の発行に関すること

Ｂ

7 事務処理手数料の収納に関すること Ａ

8 住居表示に関すること Ａ

9 電話窓口に関すること Ｂ

10 外国人住民の住居地届出及び特別永住者証明書に関すること Ａ

11 自動車臨時運行許可に関すること Ａ

12 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

13 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 戸籍に関する届けの受理に関すること Ａ

2 死産届に関すること Ａ

3 火（埋）葬許可及び改葬許可に関すること Ａ

4 戸籍簿、犯罪人名簿等の整備保管に関すること Ｂ

5 人口動態調査に関すること Ｂ

6 市民葬儀に関すること Ａ

1 文化行政の調査、研究及び計画に関すること Ｃ

2 文化情報に関すること（後援等団体への補助に関することを含む） Ｂ

3 国際化行政の調査研究及び計画に関すること Ｃ

4 音楽、演劇、美術その他芸術、文化の総合計画及びその奨励に関すること Ｃ

5 市民交流センターに関すること Ｃ

6 小金井市立はけの森美術館に関すること Ｃ

7 民間非営利活動団体（ＮＰＯ）等に関すること Ｃ

8 友好都市及び都市間交流に関すること（市民団体への補助に関することを含む） Ｂ

9 協働の推進に関すること Ｃ

10 課内の庶務に関すること Ｂ

1
市民会館、東小金井駅開設記念会館、前原暫定集会施設、婦人会館その他の集会所の使用承認に関す
ること

Ｃ

2
市民会館、東小金井駅開設記念会館、前原暫定集会施設、婦人会館その他の集会所の管理運営に関す
ること

Ｃ

3
市民会館、東小金井駅開設記念会館、前原暫定集会施設、婦人会館その他の集会所の使用料その他の
収納及び還付に関すること

Ｂ

4 集会施設の計画及び設置に関すること Ｃ

5 民間集会施設等の助成に関すること Ｂ

コミュニ
ティ文化
課

文化推進係 通常業務

集会施設係 通常業務

市民課 市民係 通常業務

戸籍係 通常業務

市民部

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 商工業の振興発展に関すること（補助事業等含む） Ｂ

2 東小金井事業創造センターに関すること Ｃ

3 事業資金融資に関すること Ｂ

4 農業振興に関すること（補助事業含む） Ｂ

5 市民農園及び高齢者農園に関すること Ｃ

6 勤労者福祉に関すること（補助事業含む） Ｂ

7 観光の振興に関すること（補助事業含む） Ｂ

8 課内の庶務に関すること Ｂ

1 消費生活動向の把握に関すること Ｃ

2 消費生活の相談、指導及び情報の収集に関すること Ｂ

3 消費者団体の指導、育成及び連絡調整に関すること Ｃ

4 公衆浴場の補助金に関すること Ｂ

5 計量器検査に関すること Ｃ

1 国民健康保険運営協議会に関すること Ｃ

2 国民健康保険特別会計予算の編成及び執行管理に関すること Ｂ

3 国民健康保険の資格に関すること Ａ

4 国民健康保険税の賦課に関すること Ｂ

5 国民健康保険の給付に関すること Ｂ

6 保健事業に関すること Ｂ

7 日雇労働者健康保険に関すること Ａ

8 高額療養費等の貸付けに関すること Ａ

9 各種月報及び統計に関すること（国庫補助の申請等含む） Ｂ

10 課内の庶務に関すること Ｂ

1 後期高齢者医療特別会計予算の編成及び執行管理に関すること Ｂ

2 後期高齢者医療に関すること Ｂ

3 老人保健医療に関すること Ｃ

国民年金係 通常業務 1 国民年金事務に関すること Ｂ

1 法人市民税、軽自動車税、市たばこ税の課税に関すること Ｂ

2 課税台帳の整備保管に関すること Ｂ

3 市（都）民税の課税証明の交付及び手数料の収納に関すること Ｂ

4 市（都）民税、軽自動車税の減免に関すること Ｂ

5 税務統計、報告に関すること Ｂ

6 部課内の庶務及び税部門（国民健康保険税の賦課を除く。）の連絡調整に関すること Ｂ

1 個人市（都）民税の課税に関すること Ｂ

2 課税台帳の整備保管に関すること Ｂ

1 家屋、償却資産に係る固定資産税、都市計画税の評価及び課税に関すること Ｂ

2 家屋、償却資産に係る課税台帳等の整備保管に関すること Ｂ

3
固定資産税、都市計画税の諸証明の交付、閲覧及び住宅用家屋証明の交付並びに手数料の収納に関す
ること

Ｂ

4 固定資産税、都市計画税の減免に関すること Ｂ

5 固定資産税、都市計画税に係る統計、報告に関すること Ｂ

6 課内の庶務に関すること Ｂ

1 土地に係る固定資産税、都市計画税の評価及び課税に関すること Ｂ

2 土地に係る課税台帳、公図等の整備保管に関すること Ｂ

3 特別土地保有税の課税に関すること Ｂ

4 固定資産税及び都市計画税の減免に関すること Ｂ

1 収納整理簿及び滞納繰越整理表の整理保管に関すること Ｂ

2 過誤納金の還付及び充当に関すること Ｂ

3 督促状の発行及び公示に関すること Ｂ

4 市税の徴収実績に関すること Ｂ

5 口座振替に関すること Ｂ

6 納税の指導に関すること Ｂ

7 納税証明の交付及び手数料の収納に関すること Ｂ

8 課内の庶務に関すること Ｂ

1 市税の徴収に関すること Ｂ

2 延滞金の徴収に関すること Ｂ

3 徴収猶予に関すること Ｂ

4 滞納処分に関すること Ｂ

5 滞納処分の停止及び不能欠損に関すること Ｂ

6 徴収金の嘱託及び受託に関すること Ｂ

納税課 管理係 通常業務

納税係 通常業務

資産税課 家屋係

土地係

通常業務

通常業務

市民税課 諸税係 通常業務

市民税係 通常業務

保険年金
課

国民健康保
険係

通常業務

高齢者医療
係

通常業務

経済課 産業振興係 通常業務

消費生活係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・ごみの排出抑制に関すること
 ・下水道機能の維持に関すること
 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 環境行政の総合的な対策に関すること Ｃ

2 環境基本計画に関すること Ｃ

3 地下水及び湧水の保全・利用に係る計画に関すること Ｃ

4 公害対策の企画、調査及び連絡調整に関すること Ｃ

5 公害関係法令に基づく届出の受理、勧告、命令等に関すること Ｂ

6 公害（大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下、悪臭等）防止の指導及び相談に関すること Ｂ

7 環境影響評価に係る意見の表明及び情報の提供に関すること Ｃ

8 公害等の苦情処理に関すること Ｂ

9 ねずみ、こん虫等の駆除及び害虫等の防除に関すること Ｂ

10 空き地の管理の適正化に関すること Ｃ

11 墓地等の経営の許可等に関すること Ｂ

12 小金井市環境配慮住宅型研修施設の使用承認及び管理運営に関すること Ｃ

13 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

14 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 緑化推進並びに緑地の保全及び緑化計画に関すること Ｃ

2 自然の保護及び回復に関すること Ｃ

3 緑化の相談、指導及び助成に関すること Ｃ

4 道路、公園その他公共施設の緑化計画の調整に関すること Ｃ

5 公園及び緑地の計画に関すること Ｃ

6 公園及び緑地の設計、工事、監督並びに維持管理に関すること Ｂ

7 生産緑地（都市計画の変更を除く。）に関すること Ｃ

8 係内の庶務に関すること Ｂ

1 ごみ減量及び資源化の啓発に関すること Ｂ

2 廃棄物の収集、運搬及び終末処分の基本計画の策定に関すること Ｂ

3 法令等に定める指導監督及び許認可に関すること Ａ

4 廃棄物処理手数料に関すること Ａ

5 湖南衛生組合に関すること Ａ

6 東京たま広域資源循環組合に関すること Ａ

7 小金井市廃棄物減量等推進審議会に関すること Ｃ

8 清掃事業の企画及び調査に関すること Ｂ

9 二枚橋焼却場跡地に関すること Ｂ

10 浅川清流環境組合に関すること Ａ

11 焼却施設に関すること Ａ

12 課内の庶務に関すること Ｂ

1 清掃作業計画に関すること Ｂ

2 し尿の収集及び運搬に関すること Ａ

3 浄化槽の清掃に関すること Ａ

4 ごみ、資源の収集、運搬に関すること Ａ

5 犬、猫等の死体収集に関すること Ａ

6 粗大ごみの収集、運搬に関すること Ａ

7 不法投棄物の収集に関すること Ａ

8 街の美化に関すること Ｃ

9 ごみゼロ化推進員に関すること Ｃ

10 所管する車両の安全運転管理及び事故に伴う報告に関すること Ａ

11 清掃業務車両の管理に関すること Ａ

12 集団回収事業に関すること Ｂ

13 ごみ、資源の分別及びごみ減量の指導に関すること Ａ

14 ごみの発生抑制事業に関すること Ｂ

15 事業系ごみ対策に関すること Ｂ

1 中間処理場の運営管理に関すること Ａ

2 還元施設の維持管理に関すること Ｃ

ごみ対策
課

減量推進係 通常業務

清掃係 通常業務

施設係 通常業務

環境政策
課

環境係 通常業務

緑と公園係 通常業務

環境部

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 下水道事業受益者負担金に関すること Ｃ

2 下水道使用料に関すること Ａ

3 流域下水道に関すること Ａ

4 下水道の使用開始及び中止に関すること Ｂ

5 下水道事業の実態調査に関すること Ｃ

6 下水道事業特別会計予算の編成及び執行管理に関すること Ｂ

7 河川改修及び治水対策協議会等の連絡調整に関すること Ｃ

8 水洗化の普及及び促進に関すること Ｃ

9 排水設備工事の受付、設計審査及び検査に関すること Ｂ

10 除害施設を設置する工事等の指導、監視等に関すること Ｂ

11 放流水の水質検査に関すること Ｂ

12 無届け放流等の監視及び指導に関すること Ｃ

13 雨水浸透施設等設置の助成に関すること Ｂ

14 特定施設等の届出に関すること Ｂ

15 排水設備指定工事店の指定並びに指導及び監督に関すること Ｂ

16 排水設備工事責任技術者の登録及び指導に関すること Ｂ

17 東京都水道局との連携及び連絡調整に関すること Ａ

18 課内の庶務に関すること Ｂ

1 下水道事業の企画及び調査に関すること Ｃ

2 下水道事業の認可申請に関すること Ｂ

3 下水道の新設及び改良工事の設計並びに施工及び監督に関すること Ｂ

4 下水道自費工事の受付及び設計審査並びに検査に関すること Ｂ

5 下水道受託工事の受付並びに設計、施工及び監督に関すること Ｂ

6 下水道の維持管理に関すること Ａ

7 下水道台帳に関すること Ｃ

8 下水道の維持補修、汚水桝の設置及び改造工事の設計並びに施工に関すること Ａ

9 公私道に係る雨水桝の設置及び維持補修に関すること Ｂ

10 下水道工事請負単価契約及び業務委託単価契約に基づく工事及び業務委託の検査に関すること Ｂ

下水道課 業務設備係 通常業務

工務維持係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・新型インフルエンザ等対策本部に関すること
・新型インフルエンザ等発生状況の把握に関すること
・感染予防策等の広報に関すること
・医療機関及び関係機関等との連絡調整に関すること
・社会福祉施設の感染予防等に関すること
・高齢者、障がい者等要配慮者支援に関すること
・医療体制の確保に関すること
・国、都等との連絡調整等に関すること（保健医療部門）
・市民への予防接種の実施に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 地域福祉計画に関すること Ｃ

2 福祉のまちづくりの届出に関すること Ｂ

3 社会福祉統計に関すること Ｃ

4 地域福祉基金に関すること Ｂ

5 旧軍人等の援護に関すること Ｂ

6 民生委員及び児童委員に関すること Ｂ

7 民生委員推せん会に関すること Ｂ

8 日本赤十字社に関すること Ｂ

9 社会福祉協議会その他福祉団体（心身障害者団体を除く。）に関すること Ｂ

10 福祉サービス苦情調整委員に関すること Ｃ

11 社会福祉法人の認可等に関すること Ｂ

12 福祉会館に関すること Ｂ

13 保護司に関すること Ｂ

14 権利擁護センターとの連絡調整に関すること Ｂ

15 中国残留邦人等の支援に関すること Ｂ

16 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

17 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 生活保護法による保護に関すること Ａ

2 生活保護世帯の法外援護に関すること Ａ

3 生活保護等の相談業務に関すること Ａ

4 医療券の交付等に関すること Ａ

5 生活保護費の経理に関すること Ａ

6 行旅病人及び行旅死亡人に関すること Ａ

7 生活困窮者自立支援法に係る事業に関すること Ｂ

1 障害者計画及び障害福祉計画に関すること Ｃ

2 障害者（児）施設との連絡調整に関すること Ｂ

3 障害者福祉団体に関すること Ｂ

4 障害者（児）等に対する医療費等助成及び手当に関すること Ａ

5 自立支援医療給付（更生医療、育成医療）に関すること Ａ

6 障害者（児）の法定及び関連する施策に伴う会議等に関すること Ｂ

7 児童発達支援センターで実施する事業の使用料に関すること Ｂ

8 課内の庶務に関すること Ｂ

1
身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法、障害
者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び障害者虐待の防止、障害者の養護者に
対する支援等に関する法律に基づく援護に関すること

Ａ

2 身体障害者手帳、愛の手帳及び精神障害者保健福祉手帳に関すること Ａ

3 自立支援医療給付（精神通院医療）に関すること Ａ

4 障害支援区分判定審査会に関すること Ｂ

障害福祉係

相談支援係

通常業務

通常業務

地域福祉
課

地域福祉係 通常業務

生活福祉係 通常業務

福祉保健部

福祉保健部

自立生活
支援課

15



課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 介護保険運営協議会に関すること Ｃ

2 介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画に関すること Ｃ

3 介護保険特別会計予算の編成及び執行管理に関すること Ｂ

4 高齢者福祉施設の整備に関すること Ｂ

5 地域密着型サービスの事業者指定等に関すること Ｂ

6 被保険者の資格管理に関すること Ｂ

7 介護保険料の賦課に関すること Ｂ

8 介護保険料の徴収に関すること Ｂ

9 介護保険の給付に関すること Ａ

10 保健福祉事業に関すること Ｂ

11 課内の庶務に関すること Ｂ

1 要介護認定等に関すること Ｂ

2 介護認定審査会に関すること Ｂ

1 地域包括支援センターに関すること Ｂ

2 介護予防事業に関すること Ｃ

3 高齢者の権利擁護に関すること Ｂ

4 高齢者虐待防止に関すること Ａ

5 地域支援事業に関すること Ｃ

6 ケアマネジメント支援に関すること Ｂ

7 介護サービス事業者連絡会に関すること Ａ

8 老人福祉法に規定する措置（養護老人ホーム等）に関すること Ａ

9 要援護高齢者等の相談に関すること Ｂ

10 高齢者地域福祉ネットワーク支援事業に関すること Ｂ

11 総合受付に関すること Ｂ

1 高齢者の生きがい対策の総合調整に関すること Ｃ

2 高齢者保健福祉週間行事に関すること Ｃ

3 シルバー人材センターに関すること Ｂ

4 老人クラブに関すること Ｃ

5 在宅生活支援事業に関すること Ｂ

6 高齢者特別生活援助事業に関すること Ｂ

7 ひとりぐらし高齢者等の見守り事業に関すること Ａ

8 高齢者自立支援住宅改修給付事業に関すること Ｂ

1 感染症の予防に関すること Ｂ

2 結核予防に関すること Ｂ

3 予防接種に関すること Ｂ

4 母子保健に関すること Ｂ

5 歯科衛生に関すること Ｃ

6 栄養指導に関すること Ｃ

7 健康相談に関すること Ｃ

8 成人保健事業に関すること Ｃ

9 食育推進会議に関すること Ｃ

10 昭和病院組合に関すること Ｂ

11 保健にかかわる関係機関との連絡調整に関すること Ａ

12 保健センターの管理運営に関すること Ａ

13 大気汚染健康被害者医療費助成申請書等の受理に関すること Ｂ

14 原子爆弾被爆者等の各種申請書の受理に関すること Ｂ

15 薬物乱用防止に関すること Ｃ

16 畜犬登録及び狂犬病の予防注射に関すること Ｃ

17 専用水道事務等に関すること Ｂ

18 課内の庶務に関すること Ｂ

健康課 健康係 通常業務

介護福祉
課

介護保険係 通常業務

認定係 通常業務

包括支援係 通常業務

高齢福祉係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・児童福祉施設の感染予防等に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 子育て支援の総合調整に関すること Ｃ

2 次世代育成支援行動計画に関すること Ｃ

3 児童福祉審議会に関すること Ｃ

4 子ども家庭支援センターに関すること Ｂ

5 ファミリーサポートセンターに関すること Ｃ

6 ひとり親福祉に関すること Ｂ

7 母子福祉資金等の経理に関すること Ｂ

8 ひとり親家庭ホームヘルプサービスに関すること Ｃ

9 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

10 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 児童手当等の支給に関すること Ａ

2 児童育成手当の支給に関すること Ａ

3 児童扶養手当の支給に関すること Ａ

4 愛育手当の支給に関すること Ａ

5 乳幼児の医療費の助成に関すること Ａ

6 義務教育就学児の医療費の助成に関すること Ａ

7 ひとり親家庭等の医療費の助成に関すること Ａ

1 市立保育園の管理運営に関すること Ｂ

2 民間保育所の指導に関すること Ｂ

3 利用者負担等に関すること Ｃ

4 保育所での保育の実施及び保育の実施の解除に関すること Ｂ

5 私立幼稚園に関すること Ｂ

6 課内の庶務に関すること Ｂ

1 児童館に関すること Ｂ

2 青少年の健全育成事業及び関係団体に関すること Ｃ

3 青少年問題協議会に関すること Ｃ

4 課内の庶務に関すること Ｂ

学童保育係 通常業務 1 学童保育に関すること Ｂ

保育課 保育係 通常業務

児童青少
年課

児童青少年
係

通常業務

子育て支
援課

子育て支援
係

通常業務

手当助成係 通常業務

子ども家庭部

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・公共交通機関への注意喚起に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 補助工事の事務に関すること Ｂ

2
都市計画事業の決定、認可（市街地再開発、土地区画整理等及び下水道を除く。）及び土地利用計画に関
すること

Ｂ

3 都市計画審議会に関すること Ｃ

4 国土利用計画法に基づく事務のうち、土地取引規制に関する事務を除く事務に関すること Ｂ

5 都市計画に係る閲覧及び証明に関すること Ｂ

6 東京都街路事業促進協議会に関すること Ｃ

7 首都道路協議会に関すること Ｃ

8 道路整備促進期成同盟会に関すること Ｃ

9 中央線線増連続立体化事業に関すること Ｃ

10 側道及び横断道路等の整備及び整理に関すること Ｃ

11 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

12 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 用地の取得並びにこれに伴う補償及び契約に関すること Ｂ

2 土地の取得に伴う登記に関すること Ｂ

3 国土利用計画法に基づく事務のうち、土地取引の規制事務に関すること Ｂ

4 公有地の拡大の推進に関する法律に基づく事務に関すること Ｂ

5 砂川用水路付替処理に関すること Ｃ

6 小金井市土地開発公社に関すること Ｂ

1 市街地開発等の調査に関すること Ｃ

2 市街地開発等の基本計画に関すること Ｂ

3 市街地開発等の相談及び指導に関すること Ｂ

4 市街地開発等に係る関係機関との協議に関すること Ｂ

5 武蔵小金井駅南口市街地再開発事業の調査に関すること Ｃ

6 武蔵小金井駅南口市街地再開発事業の計画及び整備に関すること Ｂ

7 武蔵小金井駅南口市街地再開発事業に関連する市街地開発事業等に関すること Ｂ

8 まちづくり条例に基づくまちづくりの推進に関すること Ｂ

9 都市美に関すること Ｃ

10 交通バリアフリーに関すること Ｃ

11 開発行為に関すること Ｂ

12 宅地開発等指導要綱に関すること Ｂ

13  課内の庶務に関すること Ｂ

1 住宅行政に関する施策の総合的な計画及び調整に関すること Ｃ

2 住宅マスタープランの推進に関すること Ｃ

3 住宅情報の収集及び提供並びに住宅相談及び居住支援に関すること Ｃ

4 住宅ストックの活用促進に関すること Ｃ

5 市営住宅に関すること Ｂ

6 都営住宅に関すること Ｃ

7 住宅増改築資金の融資に関すること Ｂ

8 優良宅地及び優良住宅の認定に関すること Ｃ

9 高齢者住宅に関すること Ｂ

10 サービス付き高齢者向け住宅に関すること Ｂ

11 分譲マンションに関すること Ｃ

12 住宅の耐震診断及び改修に関すること Ｃ

13 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に関すること Ｂ

14 耐震改修促進計画の推進に関すること Ｃ

まちづくり
推進課

まちづくり係 通常業務

住宅係 通常業務

都市計画
課

都市計画係 通常業務

用地係 通常業務

都市整備部

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 道路、水路及び附属物の管理に関すること Ｂ

2 電線地中線化に係る路線指定に関すること Ｂ

3 車両制限及び特殊車両の運行許可に関すること Ｂ

4 道路の占用許可に関すること Ｂ

5 道路の掘さくの許可に関すること Ｂ

6 道路工事等の調整に関すること Ｃ

7 屋外広告物に関すること Ｂ

8 里道及び水路に関すること Ｂ

9
道路、水路及び附属物の維持補修工事単価契約並びに業務委託単価契約に基づく工事及び業務委託の
検査に関すること

Ｂ

10 単価契約に基づく道路、水路及び附属物の設計並びに工事施工監督に関すること Ｂ

11 道路、水路及び附属物の維持補修、改修工事のうち、係が行うものの設計及び施工に関すること Ｂ

12 遊歩道等の樹木等の維持保全に関すること Ｂ

13 私道補修工事の施工に関すること Ｂ

14 市施設及び附属物の補修のうち、緊急を要する土木工事に関すること Ａ

15 所管する車両の安全運転管理及び事故に伴う報告に関すること Ａ

16 所管する車両及び機械器具の管理に関すること Ａ

17 課内の庶務に関すること Ｂ

1 道路の認定、変更及び廃止に関すること Ｃ

2 道路台帳に関すること Ｂ

3 道路に係る閲覧及び証明に関すること Ａ

4 公私有地境界確定及び立会いに関すること Ｂ

5 寄附及び道路使用承諾等の権原取得に関すること Ｃ

6 土地境界図抄本交付に関すること Ａ

7 土地境界図閲覧に関すること Ａ

8 確定図の整理保管に関すること Ａ

9 廃滅水路に関すること Ｂ

10 地籍事業に関すること Ｂ

11 測量、調査等に係る業務委託単価契約に基づく業務委託の検査に関すること Ｂ

1 私道補修の申請及び決定に関すること Ｂ

2 都市計画事業（下水道、都市計画公園、土地区画整理等を除く。）の設計及び工事施工監督に関すること Ｂ

3 道路、水路及び附属物の設計及び工事施工監督に関すること Ｂ

4 私道補修の設計及び工事施工監督に関すること Ｂ

5 工事台帳に関すること Ｃ

6 道路、水路及び附属物の業務委託に関すること Ｂ

7 建設事業（建築、上下水道、土地区画整理等を除く）の計画に関すること Ｂ

1 市有建築物及び附属施設の設計及び工事施工監督に関すること Ｂ

2 市有建築物及び附属施設の修繕に関すること Ｂ

3 市有建築物の定期報告に関すること Ｂ

4 課内の庶務に関すること Ｂ

1 交通安全対策に関すること Ｂ

2 交通安全思想の普及及び啓発に関すること（交通安全協会に対する補助金事業を含む） Ｂ

3 街路灯及び反射鏡に関すること Ｂ

4 公共交通機関に関すること Ｂ

5 東京都市交通災害共済に関すること Ｂ

6 自転車対策に関すること Ｂ

7 放置自転車に関すること Ｂ

8 駐車場及び駐車対策に関すること Ｂ

9 課内の庶務に関すること Ｂ

1 東小金井駅北口土地区画整理事業の計画及び施行に関すること Ｂ

2 東小金井駅北口土地区画整理審議会及び評価員に関すること Ｃ

3 東小金井駅北口土地区画整理事業に関連する市街地開発事業等に関すること Ｂ

区画整理
課

区画整理係 通常業務

建築営繕
課

建築営繕係 通常業務

交通対策
課

交通対策係 通常業務

道路管理係 通常業務

道路測量係 通常業務

道路管理
課

工事係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・新型インフルエンザ等の対策に係る現金及び物品の出納及び保管に関すること
・支払資金の把握及び確保に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 現金の出納及び保管に関すること Ａ

2 有価証券の出納及び保管に関すること Ａ

3 小切手の振出しに関すること Ａ

4 決算の調製及び提出に関すること Ａ

5 収入及び支出の審査及び確認に関すること Ａ

6 指定金融機関及び収納代理金融機関に関すること（指定に係る事務を除く。）。 Ｂ

7 会計事務の調査及び研究に関すること Ｃ

8 物品の出納及び保管に関すること Ａ

9 財産の記録管理に関すること Ｂ

10 課内の庶務に関すること Ｂ

会計課 会計係 通常業務

会計管理

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・教育施設の感染予防等に関すること
 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 教育委員会の会議、秘書及び交際に関すること Ｂ

2 儀式及び表彰に関すること Ｃ

3 教育行政施策の総合計画、各種調査研究及び調整に関すること Ｃ

4 教育行政に関する相談（就学相談及び教育相談を除く。）に関すること Ｃ

5 例規等の制定、改廃に関すること Ｃ

6 公告式に関すること Ｂ

7 公印に関すること Ｂ

8 職員（教職員は除く。）の任免、分限、懲戒、服務、給与、福利厚生その他人事に関すること Ｂ

9 臨時職員の雇用に関すること Ｂ

10 非常勤職員の人事に関すること Ｂ

11 訴訟、和解、異議申立て、請願及び陳情に関すること Ｂ

12 奨学資金に関すること Ｂ

13 文書の収受発送、回議、審査に関すること Ｂ

14 請負、物品購入その他の契約に関すること Ａ

15 備品台帳（学校備品を除く。）の整備に関すること Ｃ

16 学校の施設管理業務の総合調整に関すること Ｂ

17 他の機関（市長部局等）との連絡、協議に関すること Ｂ

18 特命事項の調査研究に関すること Ｃ

19 校長会議に関すること Ｂ

20 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

21 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 教育施設設備の総括管理に関すること Ｂ

2 教育施設設備の取得、引継ぎ及び処分に関すること Ｂ

3 教育施設の補助事業の計画及び申請に関すること Ａ

4 学校の設置及び廃止に関すること Ａ

5 教育施設設備の維持修繕に関すること Ａ

6 施設台帳に関すること Ｂ

1 学齢児童及び学齢生徒の就学に関すること Ａ

2 児童、生徒の入学、転学及び退学に関すること Ａ

3 学級編制に関すること Ａ

4 通学区域の計画、設定及び変更に関すること Ｃ

5 通学路等児童、生徒の安全確保に関すること Ｃ

6 児童、生徒の扶助に関すること Ｂ

7 児童、生徒の福利厚生に関すること Ｂ

8 私立専修・各種学校に関すること Ｂ

9 児童、生徒の統計調査に関すること Ｃ

10 学校予算の調整及び配分に関すること Ｂ

11 学校の教材教具の整備計画及び管理に関すること Ｂ

12 学校備品の整備計画、管理及び処分に関すること Ｂ

13 教育助成金に関すること Ｂ

14 学校施設設備の目的外使用に関すること Ｂ

15 教科書の無償給付に関すること Ｂ

1 児童、生徒の保健衛生に関すること Ｂ

2 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること Ｂ

3 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関すること Ａ

4 学校保健関係機関との連絡に関すること Ｂ

5 学校給食設備の整備に関すること Ｂ

6 学校給食関係職員の研修及び連絡調整に関すること Ｂ

7 学校給食関係の調査、統計に関すること（給食に関する届出、庶務を含む） Ｂ

8 課内の庶務に関すること Ｂ

学務係

学校教育部

新たに発生する業務

学務課

庶務課

通常業務

保健給食係 通常業務

庶務係 通常業務

施設係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

1 学校の教育課程、学習指導、生活指導及び進路指導に関すること Ｂ

2 学校経営の指導に関すること Ｂ

3 教職員の研修及び研究奨励に関すること Ｃ

4 教育相談に関すること Ｂ

5 特別支援教育に関すること Ｂ

6 児童、生徒の安全教育に関すること Ｃ

7 教科書の採択事務及びその他教材教具の取扱いに関すること Ｃ

8 連合行事に関すること Ｃ

9 教育実習に関すること Ｂ

10  公立学校運営連絡会に関すること Ｂ

11  室内の庶務に関すること Ｂ

1 教職員の人事、給与及び服務に関すること Ａ

2 教職員の履歴事項整理に関すること Ａ

3 教員の免許及び検定等の事務に関すること Ａ

4 教職員の職員団体に関すること Ｂ

5 教職員の福利厚生に関すること Ｂ

6 公立学校共済組合及び東京都教職員互助組合に関すること Ｂ

7 教職員の公務災害補償に関すること Ａ

通常業務指導係

通常業務教職員係

指導室
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

・体育施設、公民館及び図書館等の感染予防等に関すること
・遺体安置所の設置、運用に関すること
・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること

S

1 生涯学習に係る総合計画、施策の推進に関すること Ｃ

2 社会教育委員に関すること Ｃ

3 生涯学習に関する調査、資料の収集及び広報に関すること Ｃ

4 社会教育指導者の育成及び研修に関すること Ｃ

5 社会教育団体の育成援助に関すること Ｃ

6 部内の事務事業の調整に関すること Ｂ

7 部課内の庶務に関すること Ｂ

1 文化財保護審議会に関すること Ｃ

2 文化財の調査及び保護に関すること（国・都文化財補助金事務を含む） Ｃ

3 郷土芸能団体等の育成援助に関すること Ｃ

4 文化財センターの管理、運営に関すること Ｂ

5 文化財の収集、保管及び展示公開に関すること Ｃ

6 埋蔵文化財の保護及び発掘調査に関すること Ｃ

7 市史編さん資料の収集、保管及び刊行に関すること Ｃ

1 体育、スポーツ及びレクリェーションの総合計画及び事業の実施に関すること Ｃ

2 スポーツ推進委員に関すること Ｃ

3
体育、スポーツ及びレクリェーションの団体及び指導者の育成援助に関すること（スポーツ関係団体補助金
交付に関する事務を含む）

Ｂ

4 学校体育施設の開放事業に関すること Ｃ

5 体育施設の運営管理及び整備に関すること Ｂ

6 国民体育大会に関すること Ｃ

1 図書館協議会に関すること Ｃ

2 公印の管理に関すること Ｂ

3 規等の制定，改廃に関すること Ｃ

4 図書館運営の企画及び調査研究に関すること Ｃ

5 予算，決算及び経理に関すること Ｂ

6 文書の収受，発送及び保管に関すること Ｂ

7 資料の作成，統計及び広報に関すること Ｃ

8 施設及び設備の維持管理に関すること Ｂ

9 関係各機関との連絡・調整に関すること Ｂ

10 その他，他の係に属さないこと Ｂ

1 図書館資料の収集，整理，保存及び利用に関すること Ｃ

2 図書館資料の閲覧及び貸出に関すること Ｃ

3 読書相談及び参考業務に関すること Ｃ

4 障害者サービスに関すること Ｃ

5 読書会，研究会，映写会等利用者サービスに関すること Ｃ

6 地域文庫等の育成・協力に関すること Ｃ

7 他の図書館等との相互協力に関すること Ｃ

8 その他，図書館活動に関すること Ｃ

1 公民館運営審議会に関すること Ｃ

2 公印の管理に関すること Ｂ

3 例規等の制定、改廃に関すること Ｃ

4 予算、決算及び経理に関すること Ｂ

5 文書の収受、発送及び保管に関すること Ｂ

6 資料、統計、調査及び広報に関すること Ｃ

7 施設及び設備の維持管理に関すること Ｂ

8 その他、他の係に属さないこと Ｂ

1 事業の企画立案に関すること Ｃ

2 公民館企画実行委員に関すること Ｃ

3 青年学級の開設に関すること Ｃ

4 定期講座の開設に関すること Ｃ

5 講演会、講習会、討論会、展示会等の開催に関すること Ｃ

6 視聴覚ライブラリーの運営に関すること Ｃ

7 映画会等の開催に関すること Ｃ

新たに発生する業務

通常業務事業係

公民館

通常業務生涯
学習係

文化財係 通常業務

生涯
学習課

スポーツ
振興係

生涯学習部

通常業務

庶務係 通常業務

奉仕係 通常業務

図書館

庶務係 通常業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること S

1 公告式に関すること Ａ

2 公印の保管に関すること Ｂ

3 委員会の会議、会議録の調製及び保管に関すること（選挙管理委員会の開催） Ａ

4 規則、規程の制定、改廃に関すること Ｂ

5 人事に関すること Ｂ

6 予算の経理及び物品の出納保管に関すること Ｂ

7 文書の収受発送及び編さん保存に関すること Ｂ

8 選挙常時啓発及び各種選挙に伴う臨時啓発に関すること Ｂ

9 明るい選挙推進協議会及び明るい選挙推進委員との連絡に関すること Ｂ

10 検察審査員候補者選定に関すること Ｂ

11
全国市区選挙管理委員会連合会、全国市区選挙管理委員会連合会東京支部及び東京都市選挙管理委
員会連合会に関すること

Ｂ

12 各種選挙の管理執行に関すること Ａ

13 選挙人名簿に関すること Ａ

14 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）に関すること Ｂ

15 選挙争訟に関すること Ａ

16 直接請求に関すること Ａ

17 選挙に関する記録、統計及び調査に関すること Ｂ

18 政党及び政治団体に関すること Ｂ

19 その他、選挙、投票及び庶務に関すること Ｂ

通常業務選挙管理
委員会事

務局

選挙係

選挙管理委員会事務局

新たに発生する業務
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること S

1 公印に関すること Ｂ

2 公告式に関すること Ｂ

3 監査委員に関すること Ｂ

4 文書の収受、発送、編さん及び整理保存に関すること Ｂ

5 事務局の予算及び経理に関すること Ｂ

6 事務局の物品管理に関すること Ｂ

7 事務局職員の人事及び服務に関すること Ｂ

8 監査日誌に関すること Ｃ

9 監査、検査、決算審査等の実施に関すること Ｂ

10 関係法規の調査に関すること Ｃ

11 監査等の報告書類の作成及び整備保存に関すること Ｂ

12 監査資料の調査に関すること（監査、検査、決算審査等の事前調査・資料収集） Ｂ

13 監査事務の研修に関すること Ｃ

14 その他監査事務に関すること Ｂ

通常業務

新たに発生する業務

監査委員
事務局

監査委員・監
査委員事務
局

監査委員事務局
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課 係

区分

S：新規
A：継続
B：縮小
C：休止

所掌事務分類

 ・新型インフルエンザ等の発生時における他の部の応援に関すること S

1 公印の保管に関すること Ｂ

2 人事に関すること Ｃ

3 公告式に関すること Ｂ

4 委員会総会等に関すること Ｃ

5 文書の収受発送、編さん及び保管に関すること Ｂ

6 予算の経理及び出納保管に関すること Ｂ

7 規則、規程の制定及び改廃に関すること Ｃ

8 諸証明及び閲覧の許可に関すること Ｂ

9 農業に関する調査研究及び啓発宣伝に関すること Ｃ

10 振興計画の樹立及び実施に関すること Ｃ

11 意見公表、建議及び答申に関すること Ｃ

12 農業者年金に関すること Ｂ

13 農地等の利用関係の調整及び自作農の創設維持に関すること Ｃ

14 農地等の交換分合及びこれに付随する事項に関すること Ｃ

15 農地等の利用関係についてのあっ旋及び争議の防止に関すること Ｃ

16 農地等の交換分合のあっ旋その他農地事情の改善に関すること Ｃ

17 農業経営の合理化及び農民生活の改善に関すること Ｃ

新たに発生する業務

農業委員
会事務局

農業委員会
事務局

通常業務

農業委員会事務局
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